


















































































































































当期の財務会計上の（欠損） Ao （＄10，000） （＄　54，000）











繰戻し期間中の財務会計上の利益額の合計 ．Σ（A－1…A－3） ＄45，　OOO ＄45，000





財務会計上の利益の合計 xAo ＄5，000 ＄27，000
































































































































①＊ ②＊ ③＊ ④＊ ⑤＊
＄5，　OOO
　10，000
　15，000
　20，000
　25，000
　23，000
　21，000
19，000P
　17，000
　15，000
　12，000
＄　　5，000　　＄　　5，000
　10，000　　10，000
　15，000　　　　15，000
　20，000　　　　20，000
　　500　　　　　3，000
　1，500　　　　　4，000
　2，500　　　　　5，000
　3，500　　　　　6，000
　4，500　　　　　7，000
　15，000　　　　　9，500
　12，000　　　　　7，600
＄5，　OOO
　10，000
　15，000
　2 ，000
　15，500
　16，500
　16，000
　14，000
　12，000
　10，000
　8，000
＄　5，000
　ユ0，000
　15，　OOO
　20，000
　20，000
　18，　OOO
　16，000
　14，000
　12，000
　10，000
　8・　OOOi
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表3種々のアプローチのための繰延べ記入
年度
一4
一3
一2
一1
Q
科
?
所得税賦課額
　　繰延べ税金貸方
　　未払法人税
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
租税還付金受取額
租税繰延べ利益
繰延べ税金貸方
　繰延べ税金貸方
　所得税貸方
??
入
①＊
借方　　貸方
7，500
7，500
24，500
?）??）?）??
5，000
27，　OOO
②＊
借方　　貸方
7，500
5，000
2，500
③＊
借方　　貸方
7，500
19，500
27，　OOO
7，500
7，500
17，000
5，　OOO
2，500
24，500
④＊
借方　　貸方
7，500
7，500
4，500
5，000
2，　500
12，000
⑤＊
借方　　貸方
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7，500
7，500
5，000
2，500
7，500
12
3
4
5
6
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　租税繰延利益
　繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
各方法とも前の3年
と同じ
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　租税繰延べ利益
　　繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
法外　な　貸　方
　　繰延べ税金貸方
　　租税繰延べ利益
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　未払法人税
1，000
2，000
3，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
2，000
8，000
5，000
3，000
4，500
8，000
8，000
1，000
1，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
8，000
5，000
3，000
2，500
8，000
8，000
1，000
1，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
6，100
1，900b
2，500
8，000
1，000
1，000
　500
1，000
2，000
2，500
2，000
6，000
2，000b
1，000
1，500
3，　OOO
4，500
8，　000
1，000
2，000
　　3，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
2，000
6，000
2，000b
4，500
8，000
a　基本的なデーターおよびBevisとPerryの諸記入は、　Bevisと　Perry　p．28，から引用された。われわ
　れの0年は彼らの5年と一致する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
b　繰延べ税金の貸方の直線的な割賦償却は5年に及ぶ。
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　諸記入は表3で示めされている。明らかさと完全さとを期するために、諸記入は、繰延べ期間を越
える1年と同様、欠損年度に先だつ4年間についてなされる。順序は、欠損年度における所得税貸方
のサイズにもとついて最も小さい保守的なものから最も多いものへとなっている。
　4．要約と結論
　彼らは自分たちの見解のまとめとして次のように述べている。すなわち「対応概念（matching
concept）は所得税疹配（tax　allocation）の基礎をなす理論的な構築物（construct）なのである。し
かしながら、欠損の繰延べから生ずる租税利益（tax　bene丘t）が存在するところでは、保守主義
（conservatism）が、事実上の実現（realization）の確証のある場合を除いて対応（概念）以上に重要
なのである。しかし繰延べ利益（carryforward　benefit）とは、有利な営業（operation）、あるいは
多くの場合企業の販売を通じて実現されうる潜在的な価値ある資産なのである。さらに、そのほかの
資産の可能性のある評価を述べることなしに、資産として繰延べ利益を認識しようとしない意見書11
で表現された保守主義は同様に矛盾するものなのである。われわれは、首尾一貰しない適用は全体的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一275一
に翻しがた・・ものであると信ずるので霧．」と。
　そして、繰延べ　（carryforwards）　に関係する保守主義は、加速度的な税の償却から生ずる繰延
べ税金貸方の存在を伴なう時、さらによりむずかしくなるのである。繰延べ税金貸方が、租税費用
（tax　expense）が前年における債務（liability）を超過するということを示めすので、繰延べ利益を
記帳しないということが、欠損年度における繰延べ税金貸方の償却（reversal）によってしばしば伴
なわれるべきである。しかしながら、「意見書11は、いかにしてこのことが伴なわれるべきかを明ら
かにすることに関して不明瞭なのである。配分の基礎に横たわる自から認められた意図（intention）
が、よりよい対応（matching）なので、われわれは、欠損年度における繰延べ利益を記帳する方を選
　　　　　　（24）択するのである」とのべる。しかし非常にまれな場合に、非常に大きな改良が、貸借対照表保守主義
の原則（balance　sheet　conservatims）が欠損年度における所得税の貸方に対する正しい見越し項目
に可能なかぎり密接するために、繰延べ金額まで繰延べ税金の貸方の償却を許すことによって望まれ
る場合に行なわれるのである。さらに「われわれの立場は、税金の貸方に関する正しい一年間の金額
が繰延べ貸方の償却あるいは名目的な取消しのいずれかが発生するところのいくつかの繰延状況の中
で発生せしめら摘とい嬉黙よ。て嬬さ泌ので誘署」とのべ、そ。には誕べ問題がら学ば
れるべき重要な課題が存在しているのであるとするのである。そして究極的には、彼らの立場が会計
原則およびその手続の決定に関連する制度的変化の存在するところに立脚するので、財務諸表の利用
の基礎に横たわる客観性を明らかにするためにも、また正確な分析および実践的調査を行なう必要性
を明らかにするためにも彼らの主張が強調されるべきであると結論するのである。
　以上、ウオルクとティアニーの所論を中心として、租税の配分について論じたのであるが、文章中
問題の把握の仕方に不十分な点があったり、また不明瞭なところも多々あり、はじめに意図したとこ
ろのものが十分に論ぜられたかは疑問を感ずるのであるが、今後の研究を続ける中で序ダに解明して
いきたいと思う。
（注）（1）Harry　l・W・lk・nd　Mi・hae1　G，　Tea・ny，1…m・t・x・11・ca・i・n・nd　L・ss　Carry　f。，w、，d、；
　　　　　Exploning　Uncharted　Ground，　the　Accounting　Review，　April　1973，　p，292．
　　　（2）　　ibid，　P．292．
　　　（3、　APB　Opinion　Accounting　for　Income　Taxes（AICPA）pp．72－73．
　　　　　　日本公認会計士協会翻訳「AICPA会計原則総覧』p．364
　　　（4）　wolk　and　Tearny　op，　cit．，　p．294
　　　（5）　　ibid．，　P，293．
　　　（6）　　ibid．，　p．293．
　　　（7）　ibid．，　p．293．
　　　（8）　　ibid．，　p．293．
　　　（g）　　ibid．，　p。294．
　　　（10）『AICPA会計原則総覧』p．366
　　　（11）　wolk　and　Tearny　op．　cit．，　p．294
　　　（12）　　ibid．，　p．295．
　　　（13）　　ibid，，　p．295．
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（14）
（15）
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
（22）
（23）
（24）
（25）
ibi（1．，　P．295．
　　　　　　，ibid．，　p．296．
Donald　J，　Bevis　and　Raymond　E，　Perry，　Accounting　for　Income　Taxes（AICPA　1969）p．29．
Ernest　L，　Hicks，”lncome　Tax　AIIocation”Financial　Executive（OctQber　1963）p。52．
wolk　and　Tearney　op．　cit．，　p．297
il）id．，　p．297．
ibid，，　p，297．
ibid．，　p．297．
ibid．，　p．297－8．
il）id．，　p，298．
ibid．，　p．298－299．
ibid．，　p．299．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（修士課程終了）
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